
1 

様式第 1号 

会 議 録 

 

会 議 の 名 称 第２回所沢市教育振興基本計画審議会 

開 催 日 時 令和５年１月２４日（火）午後１時３０分～３時００分 

開 催 場 所 所沢市役所３階 第３委員会室 

出 席 者 の 氏 名 

中川 瞬、三原 由紀子、古山 智啓、新井 政明、柏崎 年巳、 

赤堀 侃司、及川 道之、井上 典之、吉川 英一、吉川 誠、 

小倉 理恵 

欠 席 者 の 氏 名 松森 有美 

 

説明者の職・氏名 

 

教育長 中島 秀行、教育総務部長 千葉 裕之、 

学校教育部長 江原 勝美、教育総務部次長 皆川 博幸、 

学校教育部次長 中田 利明、社会教育担当参事 吉田 謙治、 

教育センター担当参事 中村 啓、 

教育総務課長 糟谷 苗美、教育総務課主査 大久保 卓司、 

教育総務課主任 山田 友香理、教育総務課主任 柳瀬 美紀 

議 題 

１ 開会 

２ 教育長挨拶 

３ 委員自己紹介（前回欠席者のみ） 

４ 議事 

第２次所沢市教育振興基本計画総括内の“指標部分”について 

５ 連絡事項 

６ 閉会 

会 議 資 料 
・次第 

・第２次所沢市教育振興基本計画の総括（抜粋版） 

担 当 部 課 名 教育総務部 教育総務課 電話：04-2998-9232 
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様式第２号 

発言者 審議の内容（審議経過・決定事項等） 

事務局 

教育長 

各委員 

会長 

 

事務局 

 

 

会長 

 

 

 

事務局 

 

 

 

 

会長 

 

委員 

 

 

 

 

事務局 

 

 

 

 

委員 

 

 

 

 

会長 

 

 

事務局 

 

１ 開会 

２ 教育長挨拶 

３ 委員自己紹介（前回欠席者のみ） 

４ 議事 

※傍聴者なし 

第２次所沢市教育振興基本計画総括内の“指標部分”について報告 

資料に基づき、事務局より説明 

 

 第２次計画の指標について、令和元年度～３年度までの実績を示

していただいた。 

 目標値の設定について議論を行うのか。 

 

 指標そのものについて、議論いただきたい。 

 指標がわかりにくい、といった視点もあると思う。 

 第３次計画では指標が変わるが、目標値が適正かについても意見

があれば教えてほしい。 

 

 意見があればお願いしたい。 

 

 ３ページ、基本目標３の指標「体力テストにおける上位ランクの

児童の割合（小学校）・体力テストにおける上位ランクの生徒の割

合（中学校）」について、「上位ランク」とは平均以上ということ

か。 

 

 Ａ～Ｅのランクがあり、Ａ～Ｃが上位ランクである。項目別に得

点表があり、総得点によりＡ～Ｅのランクが決まる。全国一律で、

基準は年齢により異なる。相対的なものではない。 

 「上位ランク」だけでは伝わりづらいと感じている。 

 

 ４ページ、基本目標２の指標「週１回以上スポーツを実施する成

人の割合（スポーツ実施率）」について、週１回という回数よりも、

１日に何時間・週に何時間運動しているといったように、実施時間

の方がわかりやすいのではないか。 

 

 実績が目標値を大きく上回っているものもある。目標値の設定は

妥当なのか。 

 

 第２次計画は令和元年度からの計画のため、策定時の現状をふま

えて目標値を設定している。すでに達成している指標については、
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別の指標も検討していきたい。 

 

 目標値の設定はコロナ流行より前か。 

 

 コロナ流行より前に設定している指標・目標値である。 

 

 ２ページ、基本目標１の指標「埼玉県学力・学習状況調査におけ

る学力レベルの伸び」について、毎年度２．０レベルの伸びを目指

すということか。 

 

 埼玉県学力・学習状況調査というのが、平均正答率で見るもので

はなく、伸び率を見るという埼玉県独自のものになっている。 

個人がどれだけ伸びたかを見るという特徴を鑑みて、伸び率を指

標とした。平均として伸び率２を目指そうと考えたものである。 

 

 ２．０レベルとは、どういうことか。 

 

 第２次計画、４８ページをご覧いただきたい。 

 

小学校４年生～中学３年生まで、レベル１～１２まである。さら

に１つのレベル内で、Ａ～Ｃの３つの層にわかれている。つまり、

１２×３＝３６段階である。その中で毎年度、平均２つ伸びること

を目標にしたものである。 

 

 埼玉県学力・学習状況調査は、一人ひとりの学力の伸びを見てい

るということで、素晴らしいことである。 

 

２ページ、基本目標１の指標「小学校における外国語教育につい

ての研修実施率」について、令和３年度の実績が６％となっている。 

「コロナ禍においても、オンラインでの開催等、開催方法を工夫

することで、感染症対策を講じながら可能な範囲で研修を実施でき

ました。」と記載があるが、６％という低い実施率の説明としては

不十分ではないか。 

 

「小学校における外国語教育についての研修実施率」について、

補足したい。 

新学習指導要領により令和２年度から小学校での英語教育が本

格的に始まることをふまえ、平成２９年度にＴＥＡ－Ｐｌａｎ

（Tokorozawa English Action Plan）を立ち上げ、外国語教育の推

進を図ってきた。 

「小学校における外国語教育についての研修実施率」１００％は
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このプランにおいて定めており、校内研修の実施率である。教育セ

ンターで文部科学省の指導者を招聘し、各小学校１校１名が参加、

参加者が校内で研修会を実施するものである。よって令和２年度の

小学校英語教育必修化に向けて、令和元年度の実績は１００％であ

る。 

令和２年度は残念ながらコロナの影響により実施できておらず、

令和３年度の６％は、必須ではなくなった中で３２校中２校が自主

的に実施したものである。 

この指標については、見直しが必要であると考えている。 

 

 ２ページ、基本目標１の指標「ＩＣＴを活用して指導できる教員

の割合」について、子どもたちに指導できるレベルを目指すのは、

大変なのではないか。ＩＣＴの進化は早いため、１００％を目指す

のが現実的か疑問である。 

教員によって指導できるものが異なると思うので、１人ですべて

の指導ができなくてもよいのではないか。 

 

 目標値１００％について、令和３年度の実績は７３．８７％だが、

これは、実際には電子黒板を使って学習指導できる教員の割合であ

る。経年変化を見るため、以前より行われている文部科学省調査の

項目を指標としたものである。 

 実際にはご指摘のとおり、電子黒板以外にも多くのＩＣＴがあ

る。教師用タブレット、クロームブックなどたくさんあり、様々な

ソフトウェアが入っている。自分が理解して、さらに子どもたちに

教えるには、大変な努力と研鑽が必要である。 

 現状サポートするために、ＩＣＴ支援員によって支援している。

近隣市町村では、所沢市のみの試みである。  

 ＩＣＴの活用が学校・クラス・先生によって差があるのは問題 

ではあるが、１００％が目標として適切なのかどうか、検討してい

かなければならないと考えている。 

 

 ＩＣＴの活用についてはＩＣＴ支援員の活用を進めていただき、

いじめの解消など先生だからこそできることに力を入れられるよう、

バランスをとれるとよい。 

 

 乳幼児については、別の計画があるのか。 

 

 こども未来部所管の計画がある。教育委員会では主に小学生以上

の教育を担っているが、こども未来部と連携しながら幼児教育の推

進を図っていきたい。第２次計画においても「幼児教育の推進」を

主要施策としている。 
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 乳幼児の時期からの教育が重要であると思うので、大きく着目で

きるとよい。 

 ３ページ、基本目標２の指標「学校図書館の年間一人あたりの貸

出冊数」について、貸出は減少していても電子書籍により読書して

いるのではないか。電子書籍をどのくらい読んでいるのか、アンケ

ート等で把握できるとよい。 

 乳幼児からの絵本の読み聞かせが発達に効果があると言われて

いる。絵本の読み聞かせが広がることで、小中学生の読書にもつな

がるのではないか。 

 

読み聞かせボランティア活動や電子書籍に関する指標も視点と

してあると考えている。 

 

 学校では、新しい教材への対応など要求されることが多い中で、

時間外勤務も減らしていかなければならない、大変な状況であると

思う。 

 外部委託や地域ボランティアとの連携によって学校のサポート

を行い、子どもたちと先生が向き合う時間を確保してもらいたい。 

 

 地域と連携し、教員の負担軽減になるような所沢版コミュニテ

ィ・スクールを進めていきたいと考えている。 

 令和５年度は、４７校中３校実施する予定である。次の教育振興

基本計画では、全校実施１００％を目標としたい。 

 資料は第２次計画の指標だが、次の第３次計画では、第２次計画

とは違う新しい指標を考えなければならない。加えるべき新たな指

標についても、意見をいただきたい。 

 

 部活動指導員、ＩＣＴ支援員、スクールカウンセラーなどの人材

をどのくらい活用しているかといった指標も考えられる。 

 

６ページ、基本目標２の指標「特色ある学校づくり支援事業で活

用した地域人材の人数」については、７ページ最初の文章の最後に

「今後コミュニティ・スクールの導入の際には、事業の見直しが必

要と考える。」とあるように、今後は指標の見直しが必要であると

考えている。 

 

２ページ、「基本目標１．未来への一歩となる確かな学力と自立

する力を育てます」とあるが、「自立する力」に関する指標がない

ように思う。 

２ページ、基本目標２の指標「小中学校のいじめの解消率」につ
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いて、保護者としては１００％にしてほしい指標だと思う。タイム

ラグがあるのであれば、項目を細かくわけるなど工夫し、実際には

概ね解消していることが伝わった方がよい。学校と関わっていれば

先生がよく対応していることがわかるが、指標だけみると、学校の

対応が不足していると思われてしまう。 

 

「自立する力」に関する指標については、２ページ、基本目標２

の指標に「学校の先生や友達は、自分のよいところを認めてくれて

いると考える児童・生徒の割合」があるが、これは埼玉県学力・学

習状況調査の質問紙からとっている。自立する力をはかれるものが

質問紙にあれば、指標とすることを検討したい。 

「小中学校のいじめの解消率」については、１００％をめざすの

はもちろんであるが、国・県の調査に基づくと、現状このような数

字の出し方になってしまうというのが実情である。 

対応をどのくらいしているかについては、学校はいじめを把握し

た時点で、子どもの聞き取りをしたり保護者と連絡を取ったり対応

を行う。指標にはならないかもしれないが、対応は１００％してい

る。早期発見・早期対応は行うが、早期解消という言葉は使わない。

じっくり取り組むべき問題であり、しっかり見守らなければいけな

いためである。仮に４月の時点で把握したいじめの年度末解消率の

調査があるなら、限りなく１００％に近い解消率になるかと思うが、

本人が気になるのであれば解消したとは言えないので、１００％を

めざすが難しいところである。 

現在の目標値６４％は、埼玉県が平成２９年度の調査において、

１２月時点で解消率６４％であったことを基にした数値である。実

情は、そこから３ヶ月見届けを行って、年度末には残り３６％のか

なりの部分が解消する。しかし、３月に調査があるため認知件数が

多くなる。３月に認知したいじめの解消をはかるのは、年度をまた

いだ３ヶ月後である。調査するたびに新しく認知件数は増えるた

め、１００％の解消をめざしているが、解消率としては途中経過の

数値しか出せないのが現状である。 

 

 「小中学校のいじめの解消率」について、指摘のとおり解消率が

低いと誤解されてしまうのではないか。定義や注釈を明記した方が

よい。 

 

 他市も参考にしながら、できる限りわかりやすい表現を模索した

い。 

 

 指標を使うときに大事なのは、理念であると思う。指標の前に、

教育の理念があるということを意識してもらいたい。 
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 職員がどのような指標か把握しており、所沢市の教育において大

事なことと認識していることは、よいことと思う。 

２ページ、基本目標２「一人ひとりが持っている思いやりのある

豊かな心を育てます」の指標「学校の先生や友達は、自分のよいと

ころを認めてくれていると考える児童・生徒の割合」について、自

分のよいところを認めてくれるというのは、大事なことと思う。だ

が逆に、足りないところを指摘し合って互いに切磋琢磨する事例も

あるのではないか。それも思いやりのある豊かな心である。どのよ

うにして指標を決めたのか気になるところである。 

 例えば７ページ、基本目標３「時代に応じ可能性を広げる教育環

境を築きます」の指標「学校トイレの洋式化率」について、基本目

標にそぐわないのではないか。なぜその指標なのか、他の指標の方

がよいのではないかと疑問を感じるところがある。どのように指標

を決めたのか教えていただきたい。 

 

 事業を最も把握している所管課が、主に指標を設定したものであ

る。「学校トイレの洋式化率」については、所沢市内の小中学校で

はようやく洋式化が進んできたところであり、教育環境のハード面

での整備を進めてきたところである。今後はより一層のＩＣＴ化へ

の対応など一歩進んだ教育環境の整備を進めていきたいと考えて

いる。 

 

 市民目線では、Ｗｉ－Ｆｉ環境が気になるところである。ハード

面の整備が大事であることは理解できるが、市民目線での取捨選択

の議論が必要であると思う。 

 

２ページ、基本目標２の指標「小中学校のいじめの解消率」につ

いて、注釈が載っているが、注釈までは読まないのではないか。 

実際に学校の校長として調査を見ると、概ね解消している。先ほ

どから指摘のあるとおり、解消率だけではなく経過を載せるなど、

概ね解消できていることが市民のみなさまに理解してもらえたら

と思う。 

一方で、４月の時点で調査をするというのは負担がかかるので、

調査はなるべく増えないとように考えていけるとよい。 

 

２ページ、基本目標２の指標「学校図書館の年間一人あたりの貸

出冊数」について、３ページの２つ目「スマートフォンや電子書籍

の普及により、紙の本から離れている傾向が見られ、特に中学生で

は顕著でした。」という文章がある。紙の本から離れているが、電

子書籍は読んでいるようにもとれる。その下には「スマホ・タブレ

ットの普及に伴い、特に中学生において読書離れの傾向が見られ
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る。」との文章があり、こちらは読書全体から離れているようにと

れることが気になった。 

 

 もしデータ等があるのであれば、電子書籍で読書をしているのか

どうかわかるとよい。 

 ６ページ、基本目標２の指標「小中連携の推進に向け、『目指す

児童生徒像』や『重点目標』を設定し、９年間を見通したカリキ 

ュラムを編成している小中学校の割合」について、小中で一貫した

カリキュラムをつくるという大きな目標を設定しているというこ

とか。 

 

 小中連携は大事であると認識しており、間違いなく小中連携は行

っている。しかし調査をすることが難しく、第２次計画策定時には

このような指標となった。今後も小中連携を続けていくにあたって

は、よりわかりやすい指標を考えていきたい。 

 

 市の方針として進めていきたい指標ということか。 

 

 他市でも取り組んでいることであり、進めていくべきものと捉え

ている。所沢市の実績が４０％というのは、低いと感じている。次

の段階である一貫校の推進を他市では進めている。 

所沢市松郷に私立開智学園の小・中学校が令和６年度開校する。

公立小中学校も刺激をもらっていきたい。 

第３次計画にも小・中９年間の一貫した教育の推進を盛り込んで

いきたい。 

 

９ 連絡事項 

 意見・質問があれば教育総務課に随時メールいただきたい。 

今後のスケジュールは次のとおりである。 

第３回審議会 令和５年 ６月２７日火曜日 午後 

第４回審議会 令和５年１１月１４日火曜日 午後 

 

１０ 閉会 

 
 

 


